
平成２５年度予算：１．８億円

趣 旨

がん患者の就労に関する総合支援事業

○がん患者は、生活費や治療費などの経済面はもとより、仕事と治療の両立の仕方や仕事への復帰時期等に不安を
抱いており、就労を維持するための情報提供や相談体制の整備が望まれている。
※がん対策基本法（平成18年法律第98号）に基づき国が策定するがん対策推進基本計画（以下「基本計画」）においては、平成24年6月
に見直しを行い、重点的に取り組むべき課題として「働く世代や小児へのがん対策の充実」が重点課題とされたところ。

○本事業は、がん診療連携拠点病院の相談支援センター等に就労に関する専門家を配置し、がん患者が抱える就労
に関する問題をくみ上げ、就労に関する適切な情報提供と相談支援を行うことを目的とする。

び労働

拠点病院の相談支援センターに社労士、

がん診療連携拠点病院（相談支援センター）

ハローワーク及び労働局

長期にわたる治療等が必要な疾病をもつ求職者
に対する就職支援モデル事業
全国５か所の労働局及びハローワークで、がん

等の診療連携拠点病院等との連携の下 長期に拠点病院の相談支援センタ に社労士、
産業カウンセラー、キャリアコンサルタントなど
就労の専門家を週１回配置。

等の診療連携拠点病院等との連携の下、長期に
わたる治療等のために離職を余儀なくされた求職
者等に対する個々の希望や治療状況を踏まえた
就職支援を実施。

がん患者

就労に関する
問題発生 事業者・勤務時間の短縮等の配慮

・柔軟な配置転換等の対応

仕事に関する相談への対応
・仕事と治療の両立の仕方
・仕事復帰の時期
・仕事の復帰に向けた準備
職場 伝え方 事業者による 就労可

事業者による不当解雇等
の不利益に対する相談

労働基準監督署

・職場への伝え方
・関係機関の紹介 等

事業者による、就労可
能者への不当な差別
（解雇等）への対応
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